






　業 と して は 、 これ らの新 しい技 術 を不断 に修 得 して い くこ とは 極 め て困 難

　で あ るo

　　情 報 処理 産 業 と しては 、 こ の よ うな技 術 に習 熟 してい か な い とこれ ら新

　技 術 を利用 す る ソ フ トウ ェアや 情 報 処理 シ ステ ムの 開発 等 に参 画 で きな く

　な り社 会 か ら期待 され てい る役 割 が果 た され な い結 果 とな るが 、 のみ な ら

　ず 、 ユ ー ザー と して も 、技 術 進 歩 の成 果 が現 実 の サー ビ ス とい う形 で享 受

　 で きな い こ とに な り 、社 会 的 に 見 て も大 きな マ イ ナ ス とな る。

　　 こ の ような新 技 術 の研 究 開 発 は 大学 や 公 立 の 研 究 機 関 に より行 わ れ て い

　 るが 、 この ような 機 関 の研 究 成果 に つ い ては 、学 問 的 に は 極 め て高 度 な も

　 の で も.社 会 へ の橋 わ た しが され な い ため 、実 用 化 され ず 眠 っ た ま まに な

　 っ てい るも の も多数 あ り 、社 会 的 資 産 の有効 活 用 を 図 る観 点 か らは 問題 と

　 な って い る ケ ー ス も あ る。

② 　 したが っ て.情 報 処 理 産業 が この よ うな技 術 を ア ブ リケ ー シ ョン システ

　 ムの 開発等 に活 用 して い くこ とは研 究 開 発投 資 の社 会 的 還 元 を 図 る意 味 で

　 極 め て有意 義 な こ とで あ る。

　　 この よ うな技 術 の橋 わ た しを う ま く行 って い くた め に は 、情 報処 理 産 業

　 と して 日頃 、 自 らの業 務 に適 用 し得 る技術 を常 に把 握 し.そ の よ うな技 術

　 が あ った場 合 には 積 極 的 な ア ク シ ョン を他 に先 が け てお こす こ とが可能 な

　 体 制 を確 保 す る こ とが 必 要 で あ る が.こ の ため には.大 学.研 究 機 関等 と

　 常 日頃 か ら交 流 を 図 り.新 技 術 の動 向 に精 通 して い る こ と が必 要 で あ る。

　　 情 報 処理 産 業 と して は 、 これ まで 大 学 、研 究 機 関等 との交 流 を あ ま り活

　 発 には行 っ て こな か った が 、現 状 で は 十 分 な研 究 開発 等 が 実 施 で きな い情

　 報 処 理 産業 と して は 、 これ ら機 関 か ら積 極 的 な技 術 の移 転 を図 る こ とが 、

　 そ の技術 力 の向 上 を図 る うえ か ら極 め て現 実 的な 方 法 で あ り、 また研 究 機

　 関等 と して も 、新 技 術 の 実 用化 に より更 に新 しい 知 見 を獲得 で き る場 合 も

　 考 え られ る。

　　 米 国 にお い て は 、 産業 界 や 学 界等 の 間 に おけ る技 術 者 の 移 動 は 極 め て活
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発 で あ り、 こ の過 程 で技 術 の 移 転 が 図 られ 、大 き な成 果 を挙 げ て きた が 、

我 が国 に お い ては.終 身 雇 用 制 とい う社 会 慣行 に より、技 術 者 の移 動 が 行

わ れず 、 十 分 な技 術移 転 炉行 われ て い な い。

　 した が って 、情 報 処理 産 業 と しては 、積 極 的 に これ ら機 関 に働 き かけ.

交 流 を深 め.実 用化 され て い な い高 度 な情 報技 術 の発 掘 を行 うこ とに よ り 、

技 術 移 転 の促 進 を図 って い くこ とが必 要 で ある。

　 しか しな が ら、情 報 処 理 産業 と研 究 機 関 との交 流 は 、個 人 的 な つ な が り

等 が あ る場 合 を除 け ば 、 それ ほ ど容 易で は な く.必 ず しも当 該 分 野 に お い

て最 も技 術 的 適格 性 を 有 す る情 報 処 理 産 業 が新 技 術 に接 し うる保 証 は な い。

した が っ て 、適 当 な公 的 機 関 にお い て こ の ような 研究 成 果 の実 用化 が行 な

え る よ うな 場 を提供 し、研 究 機 関 と情 報処 理 産 業 の人 員 が こ こに集 り、 そ

れ ぞ れ の 役 割 分担 を決 め て、共 同 して 実 用化 の ため の研 究 を行 って い く よ

うな 機 会 が 与 え られ る こ とが 望 ま レい。

5.専 門的技 術分野の確 立

{1}'情 報 処 理 産業 の発 展 の方 向 と して.業 務 内容 の専 門化 が指 向 され るべ き

　 点 につ い て は 前述 の とお りで あ る が 、情 報 処理 産 業 の現 状 をみ る と 、一 部

　 の もの を除 い て 、大 半 の企 業 は 得 意 とす る専 門 分野 の絞 り込 み が 十 分 で な

　 く.企 業 と しての特 色 を打 ち 出せ な い企 業 が 多 い。

　 　 ユ ー ザ ー が情 報 処 理 企 業 に真 に期 待 す べ きも のは 、 ユ ー ザ ーの労 働 力 不

　 足 を補 うため の単 な る 下請 的 労 働 の提 供 で は な く、情 報 処 理 の専 業者 と し

　 て 、 これ まで に つ ち かわ れ た技 術 、経 験 を基礎 と した ユ ー ザ ー ニ ーズ に あ

　 っ た ソフ トウ ェア 、情 報 処 理 の 効 率 的 提供 に あ る。 しか るに 、情 報 処理 産

　業 が 分 断 され た業 務 に対 す る下 請 的 作 業 に甘 ん じて きた背 景 と して は 、 ユ

　 ー ザ ーの 情報 処理 ニ ー ズ に対 応 で き る専 門的 技 術 、知 識 の欠 如 が挙 げ られ

　 るo

　 　 も と よ り、情 報 処理 産 業 は 、 それ ぞれ の分 野 にお け る専 門的 知 識 や 技 術
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に つ い ては 、発 注 者 で あ る ユ ー ザ ー を しの ぐ こ とは で きな い が 、専 門的 な

　ソ フ トウ ェア開発 や 情報 処 理 サ ー ビス を繰 り返 し.複 数 の ユ ーザ ーか ら受

注 す るこ とに より 、 ユ ーザ ーの 専 門的技 術 、知 識 を獲得 し、 これ ら知識 と

情 報 処 理 技 術 の 組 合 わせ を効 果 的 に行 うこ とに よっ て、 ユ ーザ ーの組 織 内

開発 や組 織 内処 理 よ りも安 価 、良質 な サー ビス を提 供 し、それ ぞれ の専 門

分 野 ご とに 確立 した 企業 の特 色 を打 ち出 し、 これ を も とに一 層 多 くの ユ ー

　ザ ー を獲 得 す る こ とが 可能 とな る。

　 　専 門的 技 術.知 識 を企 業 内 に蓄 積 す るた め に は 、当 該 業務 を取 り扱 っ た

経 験 と ノ ウハ ウを ソフ トウ ェア等 の技 術 と合 わ せ た もの を 、単 に 当該 業 務

　 を取 り扱 っ た技 術 者 、 個 人だ け でな く、企 業 の資 産 と して 、企 業 内 に蓄 積

　 し、標 準 化 し.モ ジ ュー ル化 し、多 くの ユ ーザ ーか らの発注 に迅 速 かつ 的

　 確 に対 応 し うる よ うに しなけ れ ば な らな い。 この た め には 、社 内体 制 の整

　 備 が必 要 で あ り 、 ま た.蓄 積 され た も の を陳 腐 化 させ な い ため には 、絶 え

　 ず 当該 分野 に お け る技 術 革新 等 の新 知 見 を フ ォ ロー し、 ユ ーザ ー との間 に

　 知 識 ギ ャ ップを極 小化 しな け れ ば な らな い。

② 　情報処理産業が専 門的技術 的分野へ戦略的特化 を図 るための具体的な

　 技術上 の課題 としては、

　 ① 専門的分野 に精通す る技 術者の確保 及び教育研修

　 ② 特 定の ニーズに応じた情 報処理 を行 うための専用 コン ピュ一夕システ

　　 ムの運用.管 理技術の確立

　 ③ 図形 処理等特定 の機能 を有す る高性能端末 装置 の開発

　 ④ 特 定 の分野においてある程度共通的に利 用で きるDBMS等 の ソフ ト

　 　 ウ ェア の開 発

　 ⑤ 　 ユ ーザ ー ニ ーズ 向 ソ フ トウ ェア と汎 用 ソ フ トウ ェアを 効率 的 に結 び つ

　 　 け る た め の イ ンタ ー フ ェ ース技 術 の確 立

　 等 が あ る。 これ らの課 題 に適 確 に対 処 す るた め に は 、 ソフ トウ ェア等 の ユ

　 ー ザ ー との共 同 開 発等 の接 触 の機 会 を 、積 極 的 に活 用 す る こ とが 望 まれ る。'
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第2節 資金力 の 強化

団 　情 報 処 理 産 業 は 、80年 代 に お いて は 、新 た な飛 躍 の た め に

　 ① デ ー タベ ー スの構 築 、運 営

　 ② パ ッケ ー ジ ドプ ロ グ ラ ムの 開発

　 ③ オ ン ライ ン情 報 処 理 サ ー ビ ス

　 等 に資 金 を投 下 して い く必 要 が あ るが 、 これ らは 、特 定 の ユ ー ザ ー向 の オ ン

　 ラ イ ン情 報 処 理 サ ー ビス を除 き.不 特 定 多数 の ユ ー ザ ーを対 象 と した 先行 投

　 資 的性 格 の もので 、資 金 の 回収 には ユ ー ザ ー数 が 増 加 す る まで か な り の時 間

　 を要 す る。

　 　 と りわ け 、デ ータ ベ ー スの構 築 に つ い ては.デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス 自体

　 が未 だ 日本 で は端 緒 に つ き は じめ た ば か りで 、 ユ ー ザ ーの 中 にデ ー タベ ー ス

　 を利 用 し よ う とい う気 運 が盛 り上 が って い くまで に は 多 少 の時 間 を要 す る こ

　 と、デ ータ の 変化 に伴 うデ ータ更 新 費 用 が か な り の大 き さに達 す る こ と等 に

　 より、 資 金 の 回収 は.中 々容 易 では な く、企業 基盤 の相 当 強 固 な 企業 で な い

　 と、 この デ ー タベ ー スを維 持 管理 す る こ とは容 易 で は ない。

　 また 、以 上 のほ ふ 、

　 ① ソフ トウ ェアの効 率 的 生 産 に要 す る電 子 計 算機 等 の 導入

　 ② 情 報 処 理 サ ー ビス に お け る専 門 化 の要 請 に応 え るため の 当該 専 門分 野 に

　 　 お け る ソ フ トウ ェア の蓄 積 や サ ー ビス に適合 的 な 超 高 速 電子 計 算機 の導 入

　 ③ 情 報 処理 技 術 者 の教 育 研 修

　 等 の面 で.そ れ ぞれ の 企 業 ご とに戦 略 的 な資 金投 下 を行 って い か な け れ ば な

　 らな い が 、 こ のた め の必 要 資 金 もか な りの多 額 に 昇 る もの と考 え られ る。

② 　情 報処 理 産業 は 、高 い成 長 を続 け てい るが 、通 常 め 市 中金 融 の観 念 か らは ・

　 依 然 と して次 の よ うな 問 題 点 が あ る だめ 、市 中 金 融 機 関 の資 金 供 給 先 と して

　 の 取扱 いは 、 劣後 に お かれ る こ とが 多 い の が現状 で あ る。

　 ① 発 展 の歴 史 が新 しい の で.一 般 に企 業 規模 も未 だ小 さ く、企 業 と しての
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社会 的評価 も確立 していない。

設立年代別企業数分布状況

(単 位:社 ・%)

　 　 　 塾寸r年代
業 種

30年 代 40～44年 45～49年 50年 代 計

ソ フ ト ウ ェ ア 業 7社 28社 42社 7社 84社

情報処理 サービス業 16社 41社 23社 6社 86社

計　　 (社) 23社 69社 65社 13社 170社

比 率　 (%) 13.5% 40.6% 38.2% 7.6% 100%

注:調 査対象企業は業 界の中では比較的大手で ある。

　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　 (55/2　 1PA調 査)

② 人 的資源 に依存す る ところが大 きく、固定資産が少 ないため、担保提供

　 力が弱 い。

③ 業務が絶えず新規性 を帯びてお り、生産物 も機械 設備に頼る要 素が少な

　 いため 、他産業 と比較 して生 産物 の良否が判断 しに くい。 また、 まだまだ

　未成 熟で ある産業で あるだけ不安 定要素 も多 く.融 資に際する銀行 の審査

　 の手法が未確立 で ある。

　 　 まだ 、情 報 処理 産 業 は 、 コン ピ ェー タ と ソ フ トウ ェア と人 材 が財 産 で あ り1

　 企 業 会 計上.上 記 の 先 行 投 資 に耐 え る内 部 留保 を蓄 積 しに くい体 質 に あ る。

　 さ らに.ソ フ トウ ェア につ い ては 、 その 資産 性 の評 価 が必 ず しも容 易で は な

　 い が、税 法上 の 取扱 い が 、実 態 に合 って い な い場 合 も見 受 け られ 、情 報処 理

　 産 業 や ユ ー ザ ーの 経 理 処 理 上 問 題 を投 げ か け て い る。

(3)　 した が っ て.情 報 処 理 産 業 が先行 投 資 的投 資 を行 って 、80年 代 に おけ る

　 新 しい情 報 処 理 ニ ー ズ を獲 得 し うるか は 、以 上 の 資金 面 の 制 約 を い か に打 ち

　 破 って い るか に よ って い るo
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　 この た め 、情 報 処 理 産 業 が以 上 の よ うな 困 難 に うちか って 、内部 留 保 に 努

め 、安 定 した資 金 供 給 源 を見 い 出 す よ うに努 力 す るこ とは も ちろ んで あ るが.

政 府 に よる 資金 助成 、適 切 な 税 制金 融 措 置 の必 要性 も強 調 され る べ きで あ る。

第3節 　 ソ フ トウ ェア 、情 報等 の価 値 の 確 立

(1)情 報 処 理 産業 が 、独 立 しft産 業 と して 自立 的 発 展 を遂 げ る ため には 、生 産

　 した財 に対 して市 場 価 格 を設 定 し、財 の流 通 取 引 を円滑 化 し.需 要 の拡 大 を

　 図 る と とも に.合 理 化 努 力 に より、情 報 処理 企 業 の収 益 を確 保 し.企 業 成 長

　 を図 ってい くこ とが必 要 で あ る。

　 　 しか しな が ら、次 の よ うな 点 に よ り、我 が国 に お い ては 、ソフ トウェア、情

　 報処 理 サー ビス等 に対 す る価 値 意識 が低 く、 効 用 に着 目 した対 価 を も って こ

　 れ を購 入 しよ うとす る慣 行 が未 だ不 十 分 で あ る。

　 ① 我 が 国 にお け る無 体物 に 対 す る価 値意 識 の低 さ。 無 体 物 は有 体 物 に伴 う

　 　 無 料 サ ー ビスで あ る と い う風 潮 が強 いρ

　 ② 　コン ピュ ー タ メー カ ーの ソ フ トウ ェアの無 償 サ ー ビスo

　 ③ ソ フ トウ ェア 、情 報 処理 サ ー ビス の非 均 一 性 。 提 供 され る ソ フ トウ ェア.

　 　 情 報 処 理 サ ー ビスは.ご く一 部 流 通 して い る パ ッケ ー ジ ドプ ログ ラムを除

　 　 き 、す べ て ひ とつ ひ とつ 異 な ってお り、 これ を相互 比較 す るこ とが 困難 で

　 　 あ る。

　 　 こ の よ うな ソ フ トウ ェ ア、情 報 等 に対 す る価 値 意識 の未 確立 が 、 これ を提

　 供 す る情 報処 理 産 業 に対 す る認 識 を高 め る こ とを妨 げ.ま た 、 そ の財 サー ビ

　 ス の効 用 に着 目 した 評価 を妨 げ る結 果 、情 報 処 理 産 業 の 資本 蓄 積 を妨 げ て い

　 るo

② 　 この状 況 の も とに.情 報 処 理 産 業 の 提供 す る ソ フ トウ ェア等 の価 格 は.そ

　 の 開発 等 に要 した情 報 処 理 技 術 者 の 人 工数 等 の直 接経 費 を ベ ー ス と して算 定

　 され て お り 、 そ の ソ フ トウ ェア等 が ど の よ うな 価値 をもつ と評価 され るか ど

　 うか につ い ては 、何 ら考 慮 され る こ とがな い こ とが 多 い。
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　 　 この よ うな 事態 が続 く限 り 、情 報 処 理 産 業 と しては 、 自 らの合 理 化 努 力 を

　 正 当 に 評価 され る こ とが な く、 合理 化 や技 術 開発 を生 か して.企 業 と して の

　 資 本 蓄 積 を行 う余 地 が な い うえ 、 これ に より合 理 化 の促 進 や独 自の技 術 開発

　 等 創意 工 夫 に対 す る 意欲 が 減退 し.ひ い ては 情報 処理 産 業 が 下請 的 構 造 か ら

　 脱却 す る こ とが 困難 とな る結果 と もな りかね な い。

　 　 また.財 に対 す る市 場 価 格 が 設 定 され に くい こ とは 、 財 の 流通 を図 っ てい

　 く うえ で の ネ ック と もな り 、社 会 的 な 情報 処 理 コス トの 低 減 化 を図 ってい く

　 うえ で の大 きな 制 約 とな っ てい る。

(3)　 した が っ て 、情 報 処 理 産 業 が 今後 の発 展 を遂 げ てい くため に は 、

　 ① ソ フ トウ ェア等 の無 体 物 に対 し、対 価 を支 払 うと い う社 会 的 慣行 の確 立

　 が必 要 で あ る と と もに 、長 期 的 に は 、

　 ② 提 供 され る ソ フ トウ ェア等 の 効 用 に着 目し た価 格 設 定方 式 の導 入

　 が望 まれ る。

　 　 既 に コ ン ピ ュ ータ メー カ ー と して も.ソ フ トウ ェア コス トの高 騰 か らソ フ

　 トウ ェア の無 償 サ ー ビ スを行 って い くこ とが もはや 不 可 能 な こ と を認 識 し、

　 ソ フ トウ ェアの ア ンバ ン ドリン グ を推 進 して きて い るが 、情 報 処 理 産 業 と し

　 て も ア ンバ ン ド リング が ソ フ トウ ェア の価 値 確 立 に努 め て大 きな イ ンパ ク ト

　 を与 え て い る こ とに 鑑 み 、 この よ うな コ ン ピ ュー タ メー カ ーの動 き と協 調 し

　 て ア ンバ ン ド リング とい う望 ま しい 社会 慣行 の確立 に 努 力 す る必要 が ある。

　 ま た、 自 らも情 報 処 理 サ ー ビ ス、 デ ー タベ ー ス ・サ ー ビス を行 お う とす る と

　 きは 、そ の 料金 体 系 を、そ の 際利 用 す る ソフ トウ ェア.デ ータ ベ ース等 ご と

　 に ユ ー ザ ーが 明確 に理 解 で き る形 に す る必 要 が あ ろ う。 さ らに シ ス テ ム機 器

　 の販 売 につ い ては 、汎 用 コ ン ピ ュー タ と同 じ く.ア ン バ ン ドリング を推進 し

　 て い くこ とが必 要 で あ る。 さ らに顧 客 確保 の ため の 無 料 サ ー ビスや 乱 売 、 安

　 売等 は 厳 に懐 しむ べ きで あ ろ う。

　 　 慨 に.一 部 の特 定 分野 に お い て特 殊 な技 術 ノ ウハ ウを持 つ情 報 処理 企業 で

　 は.人 工 数等 の 直接 的経 費 に よ らず 、 ソフ トウ ェア 等 の効 用 に着 目 した価 格
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　 設 定 方 式 を ユ ー ザ ー との 間 で採 用 してい るが 、今後 、 この ような動 き を 全面

　 的 に して い け ば 、情 報処 理 企業 内部 にお け る生 産性 向上 、 ソフ トウ ェア等 の

　 品 質 向上 の努 力 が 、 直 ち に 当該 企 業 の 収 益 向 上 と資 本蓄 積 に結 びつ く結果 と

　 な る こ と とな り 、情 報 処 理 産 業 の将 来 の飛 躍 の た め の契 機 とな ろ う。

　 　 した が って 、情 報 処 理 産 業 に お い ては 、 この よ うな長 期 戦 略 を勘 案 し、 ユ

　 ーザ ー との 間 で 、 ソフ トウ ェア等 の効 用 に 応 じた 価 格 設 定方 式 の導 入 の拡大

　 を図 って い くこ とが望 まれ る。

(4)さ らに 、 ソ フ トウ ェアや デ ー タベ ー スは 、ほ とん ど無 料 同 然 で複 製 す る こ

　 とが 可 能 で あ り.複 製 品 が 出回 る と同時 に オ リジ ナ ルの財 の価値 が著 し く減

　 じ る とい う特 色 を有 して い る。 情報 処理 企 業 と しては 、 こ の ような 事態 を通

　 常 、 契 約 に より防 止 して い るが 、 これ を更 に徹 底化 させ る ため に は 、複 製 を

　 防 止 で き る よ うな技 術 、例 え ば 暗号 系技 術 を開 発 す る こ とが必要 で あ る。

第4節 　 ソ フ トウ ェア流 通 の促 進

(1)我 が 国 に お い て は 、 パ ッケ ー ジ ドブ ログ ラ ムの 流 通 が米 国等 に比 べ て著 し

　 く遅 れ て お り、 ソ フ トウ ェアは主 と して 、1つ1つ 個別 に作 成 され て い るが.

　 この 結果 、

　 ① 　 ソ フ ト ウ ェア を個 々 に作 成 す る こ とに な る結果.ユ ー ザ ーに と って ソ フ

　 　 トゥ ェァ コス トが 高 い もの とな る。

　 ② 経 済社 会 全体 を と っ てみ れ ば 、 ソ フ トワ ェア に対 す る二 重投 資 が行 わ れ

　 　 る結果.経 済社 会 全体 の パ フ ォー マ ンス が低 下 す る原 因 とな る。

　 ③ 　 ユ ー ザ ー に とっ て ソ フ トウェア の メ ンテ ナ ン ス.品 質 保 証等 の 面 で 、 ソ

　 　 フ トゥ ェア企 業 の十 分 な ア フタ ーサ ー ビスが 期待 しに くい。

　 ④ 　 ソ フ トウ ェア産 業 に とって は 、優 秀 な パ ッケー ジ ドプ ログ ラ ムを 開発 し.

　 　 これ を多 く販売 す る こ と に よって 、開 発 費用 を回収 して 余 り あ る多 くの 収

　 　 益 を上 げ 、企 業 基盤 を確立 す るこ とが 不 可 能 とな る。

　 とい う問題 が生 じ てい る。
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〔2)　既 に述 べ た よ うに.情 報 処 理 ニ ーズの 大 衆 化 傾 向 、組 織 内情 報 処 理 部 門の

　 能 力 限 界等 に より パ ッケ ー ジ ドプ ロ グ ラム に対 す る ニ ーズ は高 ま っ て お り、

　 既 に 、輸入 パ ッケ ー ジ ドブ ログ ラ ム を始 め 、一部 の情 報 処理 企 業 の提 供 す る

　 パ ッケ ー ジ ドプ ログ ラムの 中に は 、 かな りの数 の 販売 実 績 を あげ て い る も の

　 もで て きてい る。

　 　 こ の よ うに 、80年 代 を迎 え た現 状 、 パ ッケ ー ジ ドブ ロ グ ラ ムの 開発 とは.

　 よ うや く本 格化 し よ う と して い る が、 わ が国 の情 報 化 の進 展 と我 が 国 情報 処

　 理 産 業 の飛 躍 の た め に は 、 パ ッケ ー ジ ドプ ロ グ ラ ムの発 表 と ソ フ トウ ェアの

　 流 通 の促 進 が 一層 加 速化 され な け れ ば な らな い。

　 　 組 織 内情 報 処 理 部 門 の力 に のみ 頼 るこ との 多 か った我 が国 の ユ ー ザ ー も.

　 輸 入 パ ッケ ー ジ ドプ ロ グ ラ ムを使 用 し始 め る に及 ん で 、 パ ッケ ー ジ ドプ ログ

　 ラ ムの長 所 を体 感 しつ つ あ り、 この機 会 を と らえ 、我 が 国 情 報 処理 産業 は 、

　 こ の耕 され 始 め た畑 に種 子 を ま くこ とに 全力 を 傾け る必要 が あ り、 仮 に これ

　 を怠れ ば 、我 が国 の ソ フ トウェ ア市 場 の 多 くを輸 入 パ ッケ ー ジ ドプ ログ ラ ム

　 の み で 占有 され る お それ もな しと しな い。

　 　 この ような状 況 を背 景 と して 、特 定 機 械 情報 産業 振 興 臨 時 措 置 法 に よる ソ

　 フ トゥ ェア業 の高 度化 計 画 に お い て は 、昭 和59年 度 に お け る 全 ソ フ トゥ ェ

　 ア の売 上 高 中汎 用 ソ フ トウ ェア(パ ッケ ー ジ ドブ ログ ラ ム)の 売 上 比 率 の 目

　 標 を20%以 上 とす る と定 め 、 この た め の官 民の 努 力 を求 め て い るn

(3)　 しか しな が ら、 この ような 目標 を達 成 す る ため には 、情 報 処 理 産業 に あ っ

　 ては 、次 の よ うな課 題 を 解 決 してい か な けれ ば な らない。

　 ① パ ッケ ー ジ ドブ・ グ ラムの 開 発 に は 、 ブ ・ グ ラ ム開発 技 術.ア プ リケ 一

　 　 シ ョン業 務 の知 識 、異 機 種 間 の プ ロ グラ ムの移 植技 術 、保 守 技 術 が必要 で

　 　 あ る。 特 に プ ロ グ ラム が長 期 間 に わ た って 利 用 され る もの で あ るため 、 ド

　 　 キ ュ メンテ ーシ ョン技 術 の 開 発 が不 可 欠 で あ る。

　 ② 開 発 され た パ ッケ ー ジ ドブ ログ ラムを広 く利 用 させ るた め に は顧 客 に 対

　 　 し.積 極 的 に マ ー ケ ッテ ィ ング活動 を行 う こ とが 必 要 で あ る。 また 、優 秀
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　 　 な パ ッケ ー ジ ドプ ロ グ ラムの ユ ーザ ーへ の普 及 を図 るた め 、情 報 処理 産業

　 　が 共 通 の場 を利 用 して.デ モ ン ス トレー シ ョ ンを行 った り.ユ ー ザ ー との

　 　共 同研 究 や 意 見 の疎 通 を行 った りす る こ とも重 要 で あ る。 さ らに.プ ロ グ

　 　 ラ ムの メンテ ナ ン スは パ ッケ ー ジ ドプ ログ ラム普 及 の絶体 条 件 で あ り、 そ

　 　れ に ふ さわ しい営 業 体 制 を とる こ とが必 要 で あ る。

　③ 　パ ッケ ー ジ ドプ ロ グ ラ ムは 、 リスク が大 き く、販売 が軌 道 に乗 る まで は

　 　情 報 処理 産 業 の 持 出 しに な る こ とも往 々 に して あ り.投 資金 額 が 回収 され

　 　 るの は 、 か な り後 にな る可能性 が 高 い。 しだ が っ て 、パ ッケー ジ ドプロ グ

　 　 ラ ムの 開発 を促進 させ る ため に は.普 及 活 動 が成 功 す るまでは 、一 定 程 度

　 　 の 資 金 の 助 成 が 必要 で あ り、 その た め の金 融 税 制 措置 が重 要 で あ る。

　④ プ ・グ ラムが 広 く、安 心 して一 般 に用 い られ る ため には 、 プ ログ ラムに

　 　 つ い ての情 報 収 集 、 提供 体 制 の整備 及び 品 質 保 証 体 制 の確立 が必 要 で あ る。

　 　　 こ の た め 、 プ ログ ラムの欠 陥 に対 す る保 証 体 制 を確 保 す る と とも に、適

　 　正 な価 格 を 設 定 す るた め の品 質 評価 技 術 の確 立 が要請 され る。

　⑤ パ ッケ ー ジ ドブ ・グ ラ ムは 、そ の 開発 に はか な り先 行 的 に資 金 の投 下 を

　 　 要 す る一方 、 プ ロ グ ラ ム共 通 の性 格 と して 、完 成 した場 合 には 、 ほ とん ど

　 　 ただ 同然 の 価 格 で コ ピー され た り、 再販 され た りす る可能 性 が あ る。 した

　 　 が っ て 、暗 号 系 技 術等 の 技術 的 保護 手段 の確 立 を図 る と ともに.法 的保 護

　 　 に つ い て 、そ の実 態 を 踏 ま え 、最 も適切 な方 策 を官 民 ともど も に検 討 して

　 　 い く必 要 が あ ろ う。

(4)パ ッケ ー ジ ドプ ログ ラムの 開発 には 、以上 の よ うな 、数 多 くの課 題 が必要

　 で あ り、 今後 の 関 係者 の 怒 力が 保 だれ る と ころ で あ るが 、一 足 跳 び に パ ッケ

　 ー ジ ドプ ログ ラムの 開 発 に 着 手す る こ とが 不可 能 で あ って も 、情 報 処 理 企 業

　 が 複数 の ユ ー ザ ー を対 象 と して対 して 自 らの企 画 に より、 それ らの ユ ーザ ー

　 が い ず れ も共 通 に利 用 し うる よ うな プ ログ ラ ムの開 発 を行 って い くとい うマ

　 ル チ ク ライ ア ンb方 式 は1つ の ソ フ トウ ェア を多 くの ユ ーザ ーが便 う雰 囲 気

　 を譲 成 して い くとい う意味 で パ ッケー ジ ドプログ ラムの 開発 に つ な が る現 実 的
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方 策 と して.今 後 とも高 く評価 され るべ きで あろ う。

第5節 　マー ケ テ イ ングカ の 強 化

　情 報 処 理 産業 が 、下 請 的 な 産 業 体 質 か ら脱却 して 、独 立 性 を有 す る産業 と し

て発 展 して い くた め には 、 自 ら の力 に よっ て需要 を 開拓 してい か な けれ ばな ら

ず 、 マ ー ケ テ ィ ング カ の強 化 が 、情 報 処 理 産 業 の 重要 な課 題 とな る。

　特 に 、デ ー タベ ー スサ ー ビスや パ ッケ ー ジ ドプ ログ ラ ムの開発 は 、不特 定 多

数 の ユ ー ザ ー を対 象 に サ ー ビス を行 っ て初 め て.成 立 す るも ので あ り 、 マ ーケ

テ ィ ン グの成 否 が当 該 サ ー ビ スの死 命 を制す る と言 って も過 言 で は ない。 した

が っ て.不 特 定 多数 の ニ ー ズ の最 大 公 約数 を適 確 に把 握 した デ ータ ベ ー スや プ

ロ グ ラ ムを 開発 し、 これ らの 有用 性 、利 便 性 等 を潜在 的 ユ ーザ ーに ア ピ ールす

る マ ー ケテ ィ ング活動 を 展 開 しな けれ ば な らな い。

　 まft、　vス テ ム機 器 の 開 発 に つ い て、　OEM生 産 や 受 託 生 産 を別 とすれ ば 、

自 ら多 数 の ユ ーザ ー に販売 を行 わ な け れ ば な らず 、 マ ー ケ テ ィ ン グ活動 の如 何

が企 業 の 浮沈 に大 きな影 響 を与 え る もの で あ り、 自 らの 作 成 した 多 様 な シ ステ

ムの 構 築 例 、効 果 等 を ユ ー ザ ーに積 極 的va　PRし 、需 要 層 の 掘 り起 こ しを行 う

こ とが 必 要 と され る。

　 この よ うに 、 マ ー ケ テ ィ ングカ の強 化 は.情 報 処 理 産 業 の需 要層 の拡 大.ひ

い ては 産 業 の成長 を規 定 す る重 要 な フ ァ,クタ ーで あ るが 、

　 ① シ ステ ム機 器 は別 に して 、 ソ フ トウ ェア 、情 報 、情 報 処 理 とい う無体 物

　 　 の有 用性 等 を具 体 的 に提 示 す る こ との 困難 性

　 ② マ ー ケテ ィ ン グを担 当で き る要 員 の不 足

　 ③ 先 行 投 資 と して の マ ーケ テ ィン グ活動 を可 能 に す る資金 の不 足

　 ④ 従 来の顧客に対す る配慮や系列外企業ヘ サ ービス等 を行 うことに対する

　 　 抵 抗 感。

と い う問 題 点 が あ る◇

　 しか しな が ら情 報 処理 産 業 と しては 、前述 の マ ーケ テ ィン グ活動 の 重要性 を
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強 く認 識 し、

　 ① コ ン ピ ュー タに よる デ モ ンス トレ ー シ 。ン等 、無 体 物 の効 用 を うま くユ

　 　 ー ザ ー に提 示 す る ノ ウ ハ ウの 蓄積

　② マ ー ケ テ ィ ン グ要 員 の 確 保 、教育 研 修

　③ 販売 部 、営 業 部 の設 置 等 、企業 と して 組 織的 に マ ー ケ テ ィ ン グ活 動 を行

　 　 う体 制 の確 立

　 に よっ て、積 極 的な マ ーケ テ ィ ング活動 を展 開 して い くこ とが 必 要 で ある。

　 こ の際 、企 業 基 盤 の胞 弱 性 か ら くる資 金 の 不足 につ い ては 、マ ーケ テ ィング

活 動 の 共 同化.マ ー ケ テ.ン グ 専 門企 業 との 連 け い等 に よ り.対 処 す る方 法 が

挙 げ られ よ う。

第6節 　情報処理技術者の確保

(1)情 報処理技術者 は.知 識集約型産業 の典型である情報処理産 業 を支える土

　 台 であり、技術者 の質的 向上 を図 るため、技術 の不断 の向上.専 門知識の蓄

　 積 を図 る必要 がある。 この ような努力 を通 じ.情 報処理技術者 に誇 りとや り

　 がい を持 たせ 、また、一般的 な評価 を高め るこ とに よって優秀 な人材の情報

　 処理 産業へ の参画 を進め る必要が ある。

　　 80年 代 にお いて、情報処理産業が一層 の飛躍 をとげるため には、情報処

　理技術者 の質的向上 が一 層望 まれ ており、特定機 械情報産業振 興臨時措置法

　 の ソフhウ ェア業 の高度化計 画においては.昭 和59年 までに、情報処理産

　業 に従事する情報処理技術者 の うち、70%を 情報処理技術者試験特種若 し

　 くは一種に合格 した者、 又は これ と同等の能 力を有 する者 とすることが望 ま

　れ ているo

②　 しか しなが ら、情報処理技術者 の就業環境 は、

　① 　人力に頼 った長時間 の ソフ トウェア業務

　② 絶 えず進歩す る情 報処理技術か らの技術者の技術 の陳腐化のおそれ

　③　情報処理 システム全体 のご く一部の受託生 産や要員派遣に ょる業務に ょ
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　 る動 機 付 け の困 難 性 等

が 指摘 さ れ て お り、 情報 処 理 産 業 の未 成熟 と も あい ま っ て 、現 状 では 、 必 ず

　しも最 適 な もの とは 言 えな い状 況 に あ る。

　 ま た.情 報 処理 産 業 は 、情 報 処 理技 術 者 を 多 く抱 え て い る が他 産業 に 比 べ ・

情 報処 理 技 術 者 試 験 合 格 者 数 が さほ ど多 くは な い。 さ らに 、 ユ ーザ ーの マ ン

パ ワー強 化 の た め の み の 要 員 派遣 は 、情 報 処 理 技 術 者 の技 術 レ ベル の向上 に

　つ な が らな い こ とが 多 い うえ 、仮 に技 術者 個 人 の 努 力 に よって技 術 を向 上 さ

せ た場 合 で あ って も 、そ の技 術 は.情 報 処 理 産 業 の企 業 の 中に 蓄 積 され る こ

　とな く終 って しま うので 、組織的な技術 の蓄積 が必要な情 報処理産業 が、将

来 に お い て も.こ れ を容 易 に引 き受 け てい くこ とは 、問 題 を将 来 に残 す こ と

　になろ う。 したが って.情 報処理 産業 においては 、以 上の ような問題 点に対

　処 して、就業環 境 を整備す る とともに、将来 を見通 して技術者の キ ャリアパ

　スや再教育 を熱意 をもって推進 するとともに 、安 易な下請的業務 に堕する こ

　とな く、可能 な限 り、一括受注方式 を採用 したり、専 門分野での特殊な情報

　処理 に的 を絞 ってい く等情報処理技術者 に生 きがい と夢 を与え 、新卒者が喜

　んで本 産業 に働 き場 所を見 出そ うとす るような企 業戦略の基本 か らの改善 が

　望 まれ よう。

(3)情 報処理技 術者 の養成 のため の制度 としては 、情報処理振興事業協会等 に

　 関す る法律 に基づ く情報処理技術者試験があ り、また情 報処理研修 センター

　 を初 め とする専門技 術者養成機 関があるが、 これ らの制度 をで きるだけ利 用

　 す るこ とに よって情報処理 技術 者の養成及び再教育 を図 るこ とが絶えず必要

　 と さ れ よ っo

　 　 ま た.こ れ らの 制 度 につ い て も 、時代 の要 請 と とも に柔 軟 な対 応 が 図 られ

　 る こ とが望 ま し く、 た とえ ば 今後 必要 とな る デ ー タ ベ ー スサ ー ビス に必要 な

　 情 報処 理 技 術 者 に つ い ては 、 従 来 の コ ン ピ ュ ータ ハ ー ドウ ェア及 び ソ フ トゥ

　 ェアの 知 識 に加 え 検 索 方 法.抄 録技 術 等 の情 報 管理 技 術 が必 要 で あ るが 、 こ

　 の ような 技 術 者 の養 成 に 関 し.情 報 処理 技 術 者 試 験 の対 象 とす る等 の対 応 が



必要 で あろ う。

　 さ らに.こ れ らの 専 門的 情 報 処理 技 術 者 養 成 シ ステ ムに 先 立 ち 、大 学 そ の

他 の教 育 機 関 に おけ る情 報 処理 教育 の重 要性 も再 評価 され な けれ ば な らな いn

現 在 、大 学 等 に お い て は 、 ともすれ ば 、た とえ ば.オ ペ レ ー シ ョンシ ス テ ム

や コ ンパ イ ラ とい った 特 定 の ソフ トウ ェアに 関 す るテ ク ノ ロ ジ ーだ け を教 育

す る こ とが多 いが.特 定 の ソ フ トウェア テ ク ノ ロ ジーは 、 企 業 に入 っ てか ら

も身 に つ くこ とが多 く、む しろ将 来 の 創造 的 な 能 力 の開 花 のため に 、数 学 、

電 気.そ の他 の 基礎 学 力 の修 得 に努 め る必 要 が あ る。

情報処理技術者試験応募者合格者推移表

　　　種別

年度

特　　種 第1種 第2種 合　　計

応募者
　　　数

合格者
　　　数

応募者
　　数

合格者
　　　数

応募者
　　　数

合格者
　　　数

応募者
　　　数

合格者'
　　　数

44 一 一 12924 811 29,098 1β32 42P22 2β43

45 一 一 10279 977 24200 1,649 34479 2β26

46 3,086 244 7,740 568 18,499 1279 29β25 2P91

47 2,497 236 6,643 406 13821 2280 22961 2922

48 2,460 257 7914 631 15,518 2β04 25β92 3ユ92

49 2409 215 8,489 544 16,230 2P24 27ユ28 2783

50 2,595 189 9,239 495 17,438 2β36 29272
　 　 」

3320

51 2912 244 10956 866 21,193 3,085 35,061 4ユ95

52 3561 229 11,767 881 24371 3417 39,699 4527

53 4β66 295 13,713 973 29247 4ユ38 47,826 5406

54 5,866 442 16,777 1,327 35,427 5,089 58n70 6858

S44～54

　 合 計

30252 2β51 116441 8,479 245,042 29,733 391,735 40563
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第7節 　情報処理に関する諸権利の保護

　 情 報 化 の 進 展 と と もに.情 報 処理 に関 す る様 々な 権 利 の保 護 の 必 要性 が情 報

処 理 産 業 や ユ ーザ ー か ら唱 え られ 、 この ような権 利 を社 会 的 に いか に守 って い

くべ きか につ い て の解 決 策 が求 め られ てい る。

(1)ソ フ トウ ェア に 関す る開発 老 の権 利 を法 的 に ど う保 護 す るか が従 来 か ら議

　 論 され て きた。

　 　 従 来 か ら、我 が 国 に お い て は.ソ フ トウ ェアの法 的 保 護 の 問題 は 、特許 権

　 及 び著 作 権 との 関係 で論 じ られ て きたが.実 態 上 、 い ずれ の 制 度 に も な じみ

　 に くい要 素 が多 い こ と等 に より、 これ ら両 制 度 を利 用 して 、法 的 保護 を受 け

　 て い るケ ースは ご くわ ず か しかな い。 む しろ現 状 に お い ては 、第 三者 へ の譲

　 渡 禁 止 と損 害 賠 償 規 定 を設 け る等 ソ フ トウ ェア開 発 者 と購 入 者 との 間 の 民事

　 契 約 で 担 保 され て い る例 が一 般 的 で あ る。 しか しな が ら.今 後特 に デ 一 夕ベ

　 ー スの磁 気媒 体 に よ る レ ンタ ルや 、 パ ッケ ー ジ ドプ ロ グ ラム の流 通 が 促進 さ

　 れ る に至 れ ば 、 これ に伴 う開発 者 の権 利 が 単 な る民事 契 約 の み に よっ て十 分

　 保 護 され るか ど うか に つ い て 再検 討 をす る必 要 性 が あ る 旨一 部 で とな え られ

　 て い るo

　 　 ま た 、単 な る法 的 保 護 のみ な らず 、特 定 の ハ ー ドウ ェアで しか稼 動 しな い

　 プ ログ ラ ムや 契 約 期 間 の経 過 に よ って 自動 的 に 消滅 す る プ ログ ラム等 ソ フ ト

　 ウ ェア企 業 の 権利 を保 護 す るだ め の 暗号 系技 術 の開 発 が熱 意 を も って行 われ

　 な け れ ば な らな い。

② 　 まだ 、情 報 処理 サ ー ビス業 に お い ては 、 ユ ーザ ーの デ ー タ を 自然 的 、人 為

　 的 災害 か らい か に 守 るか とい うデ ー タ保 護 と 、情 報 処 理 シ ステ ムの天 災、人

　 災 に よる 破壊 か らユ ー ザ ー の デ ー タのみ な らず 、当該 情 報 処理 サ ー ビスに依

　 存 してい る業務 の 円滑 な 遂 行 を い かに保 証 す るか とい う電 子 計 算機 シ ステ ム

　 安 全対策 が従 来 か ら追 求 され て き た。

　 　 デ ー タ の漏 え い や 火 災 、地 震 等 に よる シ ステ ムの 停止 、 デ ータの 破 損等 に
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　 よる経 済 社 会 の 混 乱.停 滞 がひ とた び引 き起 こ されれ ば 、 そ の企 業 の 信 用 の

　 失 堕 は も と より情 報 処 理 サ ー ビス業 全体 の信 用 を著 し く損 ね る こ ととな り.

　 電子 計 算 機 シ ス テ ム安 全 対策 の実 施 は 、情 報 処 理 サ ー ビス業 に とっ て 、そ の

　 業 務 の遂 行 上 、 当 然 支払 わ なけ れ ば な らな い経 費 と考え るべ きで あ る。

　 　 この よ うな 事態 に対 処 す るた め 、通 商 産 業省 で は昭和52年4月 に 「電子

　 計 算機 シ ステ ム安 全対 策 基盤」 の策 定 、公 表 を行 い、政 策 融 資 等 を活 用 して、

　 そ の普 及 促 進 に努 め てい るが 、情報 処理 産 業 全体 か らみ る と未 だ十 分広 く実

　 施 さ れ て い る とは い い難 い。

　 　 こ の よ うな ユ ーザ ー に対 す る安 全性 の保 証 は 、 長 い意 味 に お け る情 報 処理

　 サ ー ビ ス業 の発 展 の ため の 必要 投 資 と考 え られ 、 今後.業 界 を あげ て 、 この

　 充 実 を図 っ て い く必 要 が あ る。

(3)さ らに、 現在.国 民 の 知 る権 利 を 中 心 と した 官 公 庁 の情 報 の公 開 を望 む 声

　 や 、 これ と対 称 的 に機 密 防止 の要請 、情 報 化 の 進 展 に よる国 民 の プ ライ バ ジ

　 ーの 保 護 を求 め る声 が高 ま っ てお り、政 府 と して これ に ど う対 応 す るか が 問

　 題 にな っ てい るが 、情 報 処 理 産業 と して も.こ れ らの動 向 に無 関 心で い る こ

　 とな く.自 らに課せ られ た デ ータ保 護.シ ステ ム の安 全確 保等 に努 め 、事 態

　 の推 移 を見 守 りな が ら柔軟 に対 応 で き る よ う検 討 を進め て お く必 要 が あろ う。

第8節 標準化の推進

1.企 業 内標 準化による効率性の追求

田 　情 報 処 理 に お け る標 進 化 とは.プ ログ ラムの構 造.作 業 の方 法 、 ドキ ュ

　 メン トの様 式等 を統 一 化 す る こ とに より 、サ ー ビス等 の量 産 効 果.均 質 効

　 果 を図 る と と もに技 術 者 間 の技 術 ノ ウハ ウの移 転 を促進 す る もの で あ り.

　 情 報 処 理 企業 に おけ る機械 化 、分 業 化 と相 ま っ て.生 産 管 理.品 質 管理 等

　 を可 能 に し、生 産 性 の 同 上 に大 きな 役 割 を果 た す こ とが期待 され て い る。

　 　 我 が国 の製 造 業 が 戦 後 飛躍 的 発 展 を遂 げた 背 景 と して.機 械 化 の 推進 と

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ¶

　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 -75一



　歩 調 を合わ せ た作 業 方 法 の標 準 化 や 、工 業 製 品.部 品 の 標準 化 の 推進 が あ

　 り、 この結果 と して生 産 の合 理 化 や 大 量生 産 が 図 られ て きた こ とは 衆 目の

　一 致 した ところ で あ る。

　　 情 報 処理 産 業 の 生 産物 が無 体 物 で あ り 、パ ッケ ー ジ ドブ ログ ラ ムは別 と

　 して 、 ソ フ トウ ェアや情 報 処理 シ ステ ムにつ い ては 一 つ 一 つ が 異 な る とい

　 う特 殊 性 を考慮 して も 、製 造 業 の アナ ロジー が妥 当 す る も の と考 え られ.

　 今後 、 情報 処理 産 業 と しては.徹 底 的 な標 進 化 を推 進 してい くこ とが 必要

　 で あ る。

② 　 情報 処 理 企業 内部 にお け る標 準 化 の 課 題 とそ の効 果 を挙 げ れ ば.次 の と

　 お り で あ る。

① プ ロ グ ラ ミン グ言 語 及 び プ ロ グ ラ ムモ ジ ュー ル(モ ジ ュー ル の大 きさ.

　 イ ン タ ーフ ェー ス条 件 等)を 標 進 化 す る こ とに よりρ モ ジ ュ ール の組 合 わ

　 せ に よる プ ログ ラ ミン グが可 能 とな る。

　　 さ らに特 定 の ア プ リケ ー シ ョン プ ロ グ ラ ムにつ い ては 、標 準 的 な プ ロ グ

　 ラムの構 造 を標 進 化 してお け ば.ユ ーザ ー の ニ ー ズ に対 応 す る バ リエ ー シ

　 ョン を加 え るこ と に より、 ユ ー ザ ー ア プ リケ ー シ ョン プ ロ グ ラ ムを簡 易 に

　 開発 す る こ とも可能 で あ る。

② デ ー タ構 造や 記 憶 媒 体 を標 進 化 す る こ とに より、 デ ー タ フ ァ イルや デ ー

　 タベ ー スを共 通 的 に利 用 す る こ とが 可能 とな り、 効 率 的 な情 報 処理 サ ー ビ

　 スや デ ータベ ー ス サー ビ スを行 う こ とが可能 とな る。

③ 　仕 様 書類 等 、 ドキ ュ メン トを標 進 化 す る こ とに より 、た とえ ば 、 企業 内

　 にお け る設計 部門 か らプ ログ ラ ミング 部 門へ の 正 確 な 情 報 伝達 が 可 能 に な

　 り、 分 業化 に よる生 産 性 の向 上 が図 れ る と とも に 、 プ ロ グ ラム の保 守 にお

　 い て も、 ドキ ュ メン トに ょり 、 プ ロ グ ラムの構 造 が正 確 に把 握 で きる よう

　 に な り、保 守 の生 産 性 が 著 し く同上 す る。

④ エデ ィタ ー等 、 ソ フ トウ ェア開 発 の ため の ツ ー ルや ツ ール を利 用 して行

　 う ソ フ トウ ェアの 設計 や コー デ ィ ング等 の作 業 方 法 を標 準 化 す る こ とに よ
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り.初 心 者 で も 、 ツ づ レの 利用 が可自旨とな り、 ・フ ・ワ ・ア開発 等 の生 産

　性 の向 上 が 図 られ る。

　　特 に ソフ トウ ェア 生 産性 向上 の ため の各 種 ツ ール の 開 発利 用 は 、今 後 の

大 きな課題で あるが 、その導入 に当た っては 、素踊 方法等の雛 化が不可

　 欠 で あ り、 ツー ル類 の 開 発 と歩 調 を合 わせ 、標 準化 の検 討 が 必要 で あ る。

⑤ 端末 機器 の イ ン タ ー フ ェー ス、操作 方 法 等 の標 準 化 に より 、情 報処 理 シ

ス テ ム の構 築 が簡 易 に行 われ る と とも に 情 報処 理 サ ー ビス ・デ 一 夕ベ ー

　 スサ ー ビス を効 率 的 に 提供 す るこ とが可能 とな る。

(3)以 上 の よ うe・・.標 準 化 に より得 られ る効果 は ・大 きな もの が期 待 され る

　 が 、情報処理企業 が以上 の標準化 を推進 してい く上では、

① ソフ トウェアについては、客観的に把握す る ことが困難で完成品が標準

　 を満足 したものになってい るかど うか確認す ることが困難で ある。

② 臓 労働 で ある… 　 ウ。ア開発においては ・技術都 実敵 標戦 遵

　 守 してい るか ど うか 確 認 す る こ とが困難 で あ る。

③ 生 産 す る ソ フ トウ ェア につ い ては 、同 一 の も のは な く、一 つ 一 つ がす べ

　 て異 な る。

④ 技 術 進 歩 が 激 し く、標 準 化 の タ イ ミン グが 難 しい。

とい う事 情 に加 え

⑤ 発 注 絃 歌 ・ フ ・ウ 。ア情 報 処理 シ ステ ムにつ い ては 溌 瀦 の 指

　 示 に従 っ て行 われ な け れ ば な らな い。

⑥ 要 員派 遣 に より業務 を行 お うとす る場 合 に お い て は 、委 託先 との関 係 に

　 おいて情 報 処理 企業 が雛 化 についての・ニシアチブを持つ ことは困難

　 であり、技 術者の個人個人が同一 の標準体 系の中で作業 を行 うこ とはで き

ないり

とい う情報処難 業の置 かれ て き短 場 の特殊性か ら・企業内 における標

準化が 、必ず しも十 分に行われているとは言 い難 い状況 にある。

　 しか しな が ら↓80年 代 に おい ては 、 情報 処理 コス トに 占め る ソ フ トク



ど

　 エア コス トの高 騰 か ら、 ソ フ トウ ェア低 減へ の要 求 は 極 め て強 い うえ 、情

　 報 処理 産業 に お け る ソ フ トウ ェア生 産 等 に関 す る機 械 化 の推 進 や ソフ トウ

　 ェア.情 報処 理 シ ス テ ムの 一 括 受注 の増 大 等 に 伴 い 、標 準化 を推 進 しや す

　 い 気運 も高 ま って お り.今 後 の積 極 的 な標 進化 の推 進 が 期 待 され てい る。

(4)情 報処 理 企 業 にお け る標 準 化 の推進 に 当 た って は 、

① 管 理者 の強 い リ ー ダ ー シ ップの も とに

② 　関係 す る企業 内技 術 者 の 意 見 を広 く取 り上 げ ・

③ 体 系的 か つ時 宜 に か な った標 準 を作 成 し、

④ 技 術 進 歩 に合 わ せ て常 に 見 直 しを 図 ってい くこ とが 必要 で あ る。

　 この 際 、極 め て 重 要 な こ とは 、作 成 した標 準 は"必 ず 守 る"と い うこ とで

　 あ り、 例外 を認 め る こ とは標 準 化 活 動 全体 を否 定す る こ とにつ な が る とい

　 うこ と を強 く認 識 す る こ とが 必 要 で あ る。

2.産 業レベルでの標準 化の推 進

　 一 般 に 、標 準 化 活動 は 単 に 企業 内 のみ で 完結 す る もの でな く、業 界 レベ ル 、

国 家 レ ベ ル.国 際 レ ベ ル の標 準 化 が あ り うるが 、 情 報処 理 関 係 の標 準 化 につ い

は 、現 状 では 業 界 レベ ル の 標 準 は 皆 無 で あ り、国 家 レベ ル の標 準 は 、基本 的 に

国 際 レベ ル の それ に ほぼ 等 しい。

　 通 常 、 標準 の体 系 と しては.企 業 レベ ルか ら国 際 レ・ベ ル まで が 、 ピ ラ ミ ッ ド

的 階 層 構 造 を有す る の が望 ま し い姿 で あるが 、情 報 処 理 の 分野 に おい ては 、 ソ

フ トウ ェアや デ ー タ が 国 際 的 に流 通 され るべ き もの で あ る とい う意 味か ら、 国

際 レ ベル の標 準 が 極 め て重 要 な意 味 を有 してい る とい うこ とを考 え て も 、な お

国 家 レベ ル 、業 界 レ ベ ル の標 準 化 活 動 が 不 十 分で あ る と言 わ ざ る を得 な い。

　 したが って.情 報 処 理 産業 と して は 、 これ ら標準 化 活 動 を積 極 的 に推 進 し、

標 準 化 を進 め 、 これ に より得 られ る効 率 性 の向 上 、信 頼 性 の 向 上 とい う メ リ ッ

トを広 く社 会 に還元 す べ きで あ る。

　 この 際 、標 準 の 検 討 に当 た って は.ユ ーザ ー側 の意 見 も十 分 に取 り入れ る と
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と もに 、 情 報 処 理 と通 信 の融 合 や情 報 処理 機 器 と事務 機 械 との環 境 の 不 分 明化

が 進 展 してい る とい う事態 を十 分 に認 識 し、情 報 処 理.通 信.事 務 機 械 等 を オ

ーバ ー オ ー ル に捉 え た トー タル シ ス テ ム と して の標 準化 を指 向 してい くこ とが

必 要 で あ る。

第9節 　通信回線利用制度の改善

　 80年 代 に お い ては 、情 報処 理 と通 信 の融 合 化現 象 が進 み 、 オ ン ライ ン情 報

処 理 産 業 と しては 、 この よ うな ニ ー ズ に積 極 的 に対 応 して い くこ とが 、産業 構

造 の知 識 、集 約化 等80年 代 にお け る我 が国 経済 社 会 の要請 に応 え る こ と とな

る が.オ ン ラ イ ン情報 処理 を進め る上 で 前提 とな る 、通 信 回線 の利 用 制 度 が.

この よ うな 社 会 的 要 請 に対 す る制約 要 因 とな って い る。

我 が国 に お い ては 、通 信 回 線 の 利 用 は 、公 衆 電 気通 信 法 に ょり厳 し く制 約 され

てお り.オ ン ラ イ ン情 報処 理 シ ステ ムの普 及 発 展 に 暗雲 を投 げか け てい る。 と

りわ け 、特 定 通信 回線 の利 用 は 、共 同使 用.他 人使 用 にお い て厳 し く制限 され

て お り 、今 後 最 も情 報 処 理 ニ ー ズの発 生 しそ うな異 業 種 間 、異 企 業 間 の情 報 処

理 シ ステ ム 、社 会 シス テ ム 、情 報 処理 サー ビス企業 の情 報 処理 シ ス テ ム構 築 、

運 営.ユ ー ザ ー ネ ッ トワー ク に対 す る情 報 処 理 サ ー ビス企 業 の バ ック ア ップ等

につ い ては.現 行 の 回線 利 用 の制 限 緩和 な しには 、 そ の構 築 が不 可 能 とな る こ

と も予 想 され る。

　 ま た 、デ ー タ ベ ー スサ ー ビス も 、複 数 の デ ータ ベ ー ス間 で 専 用 回線 を共 同 で

使 い 、デ ー タ ベ ー ス ネ ッ トワー ク を構 築 し よう とす る よ うな 場合 等 、高 度な サ

ー ビス を展 開 し よ うとす る とざ こ の通 信 回 線 の 制約 が 、 デ ー タベ ース サ ー ビス

発 展 の阻 害 要 因 とな る こ とが 考え られ る。

　 (1}現 状 に おい ては 、情 報 処 理 産 業 が特 定通 信 回 線 を用 い た 自 らの情 報 処 理

　 　 シ ステ ム を用 い て情 報 処 理 サ ー ビス又 は デ ー タベ ー スサ ー ビス を行 お うと

　 　 す る場 合 には 、

一79一



① コ ン ピ ュー タ 、端 末機 器 の通 信 回線 を介 す る接続 の態 様 が

④ 　 1コ ン ピ ュー タ と1端 末 の接 続

◎ 　 1コ ン ピュ ー タ と複 数 の端 末 の接 続

◎ 複 数 の端 末 を嚇 す る1・ ン ピ ゴ タ と端 末 を離 しな い 複 数 の=y

　 ピ ュ 一夕の 接続

の3種 類 に限 られ 、

② すべての ・ンピ。一夕に 鉢 ては あ らゆ る場 合において内容 を変更

　 る こ とな く情 報 の媒 介 を行 って は な らず:

③ 複 数 の ユ ーザ ー が 共同 して1つ の情 報 処理vス テ ムを利 用 し よっ と し

て い る場 合 は 、 ユ ー ザ 調 噂 定 の 密馳 業 務 関 係 が あ る こ とが要 求 さ

　れ 、

_ザ 及 び情 報 処 理 産業 の 創 意 と工夫 に より前述 の ような オ ン ライ ン情

報 処理 の ニ ー ズ を満 た して い くこ とが 阻害 され てい る。

まち 通信回線あ独占雌 供疎 めの公共機関である躰 電信電話公社が

同 時 に 醐 の情 報 処 理 ザ ・ス と同 じ種 類 の儲 処 理 サー ビ スを 同社 の デ

ー 極 信 設備 サ ー ビス と して行 って お り、従 来 か ら一部 で 繭 企 業 との競

合 を問 題視 され て きた が 、 こ の設 備 サ ー ビ スに お い ては ・主 体 力《公社 で あ

る とい う舳 で 回線 利 用上 の制 約 の大 部 分 ・・課 され て お らず ・ 民間 の企 業

に 比 べ 、著 し く有理 な立 場 に あ る。

　 さらに市 報処醒 難 限 らず、賄 の締 主体・・異企業酷 では 同

の情報処理 システム構 築 し・うとい う齢 に も・情報処難 業に対 する

場合 雌 じ熾 しい制限が課 され 謂 輌 ステム構築の阻額 因 とな って

　 い るo

(3)我 が国 の 産業 髄 の高 度 化 を果 だ して い くf・・y・… は ・麟 髄 酷 会 答

申 「8。 年 代 の通 離 業 政 策」 に お い て も触 れ られ て い る よ うt「c　)産 業 の

　 シ ステム化 が必要 で あり、また福祉社会 の要 請 を受けて大規模 な社会 シ ス

テ ム の ニ ー ズ が_層 高 ま る こ と か ら 、 オ ・ ラ ・ ン 情 報 処 理 シ ス テ ム の 構 築



1

は有 力かつ不可欠な手段 となるだけに、情報 処理産業に とっては もちろん、

我が国経済社会全体 の要請 として、今後 、通信 回線利用上 の制約の改善 が

特 に望 まれ る。

　 また 、諸 外 国 に 比 べ 、相 対 的 に高 く、遠 近 較差 の著 し く大 き い通 信料 金

は 、異 地 域 間 の情 報 の迅速 な 処理 を通 じて 、効 率 的 な 業務 を行 お うとす る

こ の種 の ニ ー ズ を著 し く減殺 して い る。

　 したが っ て、 ネ ッ トワーク オ ン ライン情 報 処 理 の 一層 の発 展 の ため には 、

通信 料 金 の低 減 を図 る こ とが望 まれ る。

1
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第4章 　情報処理産業施策の 目標 と

　 　　 その施策のあ り方



.

■

"

・

♪



　 .第1節 　 技 術 開 発 施 策

　 ソフ トウ ェア技 術 を初 め とす る情報 処 理 技術 は,そ の 活用 が,産 業 活動,社

会 生 活 の あ らゆ る分 野 にお い て行 われ,そ の分野 の高度 化 に役 立 つ もの で あ る

だけ に,情 報処 理 技 術 の 開発 は,80年 代 の我 が国 経 済社 会 の 発 展 に とっ て必

要 不 可欠 の 要 素 で あ る。

　 しか る に,そ の 技術 開発 の主 要 な担 い手 た る情 報 処 理産 業 は 、80年 代 に お け

る飛 躍 の期 待 を担 いつ つ も,未 だ生 成 後 年 若 く,ユ ー ザー の組 織 内情 報 処 理 部

門 の活 躍,コ ン ピ ュー タ メー カーの ア ンバ ン ド リン グの 遅 れ等 これ迄 の我 が 国

独 特 の条 件 に よ り　 未 だ企 業 基 盤 も弱 く,技 術 開発 のた め に長 期 的 か つ 多額 の

研 究 開発 投 資 を行 う ことは現 状 では不 可 能 な状 況 に あ る。

　 しか しなが ら,情 報 処理 技 術 の革新 に よる情 報化 の一層 の推 進 は,我 が 国 に

とっ て 焦眉 の急 で あ り,か つ,諸 外 国 の既 に企業 基 盤 を確立 した 情報 処 理 産 業

との今 後 の競 争 も予 想 され る状 況 の下 に お い ては,ソ フ トウェア をは じめ とす

る情 報 処 理 技術 の 開 発 に対 し政 府 が積 極 的 な助成 策 を講 じ,こ れ を推進 して い

く必 要 が あ る。

　 80年 代 を め ざ し,特 に推 進 しなけ れ ば な らない情 報 処理 技 術 開 発 目標 は,次

の とお りで あ る。

① ソ フ トウ ェア生 産,保 守 等 の各 局面 に おけ る生 産性 の 向上 のた め の ソー ル

　 系 技 術 を一 層 追 求 す る こ と。

② 専 用DBMS,専 用 デ ー タ検 索 シス テ ム等 コン ピュー タ シス テ ム運 用 管 理

　 技 術,デ ー タ検 索 技術 を諸 外 国 の 情報 処 理産 業 に 宜 して確 立 す る こ と。'

③ パ ター ン情 報 処 理 等先 進 的 情 報 処理 技 術 の 汎用 化,実 用化 技術 を進 め る こ

　 と。

④ 原 子 力,資 源 開 発 そ の他 技 術先 端 的 専 門技 術 の ソ フ.ト ウ ェア化 技 術 の我 が

　 国 に おけ る確 立 を図 る こ と。

　 以 上 の よ うな技術 開発 目標 を達 成す るた め には,従 来 か らの 情報 処 理 振 興 事
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業協 会 「エPA)の 委託開発制度等 の活用 を図 り資金 を重点的 に投下す るほか,

単な る資金助成策 では,民 間情報処理産業の技術的能力か ら見 て,達 成の困難

な技術 開発課題 については ,そ の実 用化 の 目途がっ くまでの間,公 共機 関等の

場 におい て　大学 　研究機関等 の学会 　 コンピュー タメーカー　情報処理産業
　 　 　 　 　 ,　　　　　　　　　,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ,

ユー ザ ー等 ,産 業 界 の力 を結 集 して実 用 化研 究 を行 って い くこ と も検討 に値 し

よ う。

　 ま た,米 国 の例 に も見 られ る よ うに,先 進 的 ソ フ トウ ェア や情 報 処 理 技 術 を

情報 処 理 産 業 が修 得 し　そ の技 術 を も つて事 業 展 開 を図 る上 で は,特 に大 規 模

な ソ フ トウ ェアや情 報 処 理 シ ス テ ムの 開 発 に参 加 し　そ の経 験 を企 業 内 に蓄 積

す る こ とが 有 用 で あ る。 情 報 処 理 産 業 の今 後 の育 成 のた め に は　 公 共 的 大 規 模

ソフ トウ ェア や情 報 処 理 シス テ ムの構 築,運 営 に際 して は,当 該 ソフ トウ ェア

等 の 開 発技 術 を最 も有 す る と思 わ れ る情 報 処 理 企業 を重要 な構成 メ ンバ ー と し

て 参 加 さ せ て い く必要 が あ る。

第2節 　金融税制施策

　 情 報 処理 産 業 は,生 成 後 日 も浅 く,企 業 基 盤 の 確立 も十 分 で は ない た め,資

金 力,特 に先 行投 資的 資金 に 関す る資金 力 に おい て,他 の産 業 に比 して 十 分 な

もの を未 だ持 つ に至 ってい ない 。

　 70年 代va　k・け る企業 努 力 の結 果,情 報 処理 産 業 の 中 に は,下 請 的地 位 を脱 し

自 らの リス ク で ユー ザーか ら ソ フ トウ ェアや情 報 処理 サ ー ビス を一 括 受 託 し,

これ を遂 行 す る に至 る企 業 が登 場 して きてい る。

　 しか しなが ら,こ の よ うな動 きは,よ うや く緒 につ い た ば か りであ り、80年

代 に おい て,情 報 処理 産 業 坑 産 業 構 造 の知識 集 約化 の先 導 役 そ の 他 の役 割 を

果 た して い くこ とに よって新 た な飛 躍 を遂 げ てい くた め に必 要 な パ ッケー ジ ド

プ ロ グ ラ ム の 開 発,オ ン ラ イ ン 情 報 処 理 サ ー ビ ス シ ス テ ム の 構 築,f－ 夕 ベ ー

ス の 開発 等 に必 要 な十 分 な 資 金 を投 下 して い く余裕 は な い。 さ らに,情 報 処理

技 術 者,ソ フ トウ ェア等 が 主 要 な生 産要 素 で あ る情報 処 理 産 業 は,一 般 に担 保
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提供 力が 弱 い 等 の理 由 に よ り,、上記 資金 を市 中金 融 機 関か ら借入 れ る こ とは

極 め て困難 で あ る。

　 したが って,政 府 と して は 、80年 代 にお け る情 報化 の進 展 と,こ れ に 占め る

情報 処 理産 業 の 役割 を十 分 認識 し,従 来 に も増 して　 次の よ うな先 行 投 資的 資

金 を政 策 的 に,円 滑 に供 給 す る よ う努 力 す べ きで あ る。

① ソ フ トウ ェア技 術 の開 発 及 び ソ フ トウ ェア生 産 の ため の コ ン ピュー タ導 入

② オ ン ライ ン情報 処 理 サ ー ビス シス テ ムの構 築

③ 　 パ ッケー ジ ドプ ログ ラ ムの開発

④ デー タベ ー ス の 開発

⑤ 　情 報処 理 技 術 者 の養 成

⑥ ソフ トウ ェア の作 成 情報 処 理 シス テ ム等 の一 括 受 注

　 また,電 子 計 算 機 シス テ ム安 全対策 等 情 報 処 理産 業 が経 済 社 会 の期 待 を担 っ

てい く上 で責 任 を果 た して い くため に必 要 な資金 に つい て は,そ の 意義 に鑑 み

特 に政 策 金 融 に よる イ ン セ ンテ ィブ をつ け てい く必 要 があ る。

　 一 方 政 策 金 融 のみ な らず,企 業 の 自発 的 投 資 活動 に イ ン セ ンテ ィブ を与 え

る意 味 で,プ ロ グ ラム準 備 金 その 他 の税 制 上 の 措置 を積 極的 に活用 す る こと に

よって ,情 報 処 理 産 業 が上 記 の活 動 に意欲 を持 つ よ うに誘 導 してい くよ うにす

べ き で あろ う。

　 さ らに,情 報 処理 産 業 は,企 業 と して の 「資 産」 が,主 と して情 報 処 理技 術

者 .ソ フ トウ ェア,情 報 処 理 技 術,ノ ウハ ウの 蓄積 等 とい った無 体 物 で あ るた

め ,企 業 内 に 内部 留保 の形 で資 本 蓄積 が行 わ れ る余地 が 少 ない が 　 これ につ い

ては ,情 報 処 理 企 業 の健 全 な成 長 の た め には,次 世代 の た め の先行 投 資 的 資金

投下 の源 泉 と な る資本 蓄 積 が可 能 とな る よ うな税制 上 の 措置 を今後 の課題 と し

て検 討 して い く必要 が あ ろ う。
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第3節 　事業共同化施策

　 企業 基 盤 の未 だ 弱 い情 報 処 理産 業 が ソフ トウ ェアの 開 発 に必要 な技 術 開発,

コ ン ピュー タの 導 入 時 に要 す る資 金 負担 力 、技 術 的能 力 の不 足 を補 って い くた

め には,何 らか の形 で の事 業 の共 同 化 が 有 用 で あ る。

　 この よ うな状 況 を踏 ま え,昭 和53年 に公 示 された特 定 機械 情 報 産 業 振興 臨時

措 置法 に基 づ くソフ トウ ェア業 の高 度 化 計 画 にお い ては,事 業 の共 同 化 に関す

る事 項 と して次の よ うな事項 が掲 げ られ てい る。

① プ ・グ ラムの試 験 研 究 の 目標 達 成 の た め,試 験 研 究 の 共 同化 を 促進 す る。

② ソフ トウ ェア 開発 用 の技術 の 購 入 並 び に設 備 の購 入 及 び利 用 の共 同化 を促

　 進 ず る。

③ 　技 術 者 の養 成 を よ り効 果 的 に行 うた め,技 術 者 研 修 の共 同化 を促進 す る。

④ 個 別 企 業 では 開 発 困難 な大 規 模 ソ フ トウェア 開発 につ い て,そ の 受 注 の共

　 同化 を促 進 す る。

⑤ ソ フ トウ ェア の 流通 を促 進 す るた め,汎 用 ソフ トウ ェアの 普 及 お よび販 売

　 の共 同化 を促進 す る。

　 今 後,情 報 処 理産 業 が 直面 しなけ れば な らな い業 務 は,ま す ます大 型 化 し、

修 得 しなけ れ ば な らない技 術 も,ま す ます 高度 で 多額 の 資金 を要 す る こ と とな

る こ とに鑑 み,ソ フ トウ ェア業 の み な らず,情 報 処理 産 業 全体 が,こ の よ うな

種 類 の事 業 の共 同化 を検 討 しなけ れ ば な らな い状 況 に な る ことが予 想 され,政

府 に よる情 報 処理 企 業 へ の適 切 な指 導,誘 導 政 策 が 望 まれ る 。

　 と りわ け,オ ン ラ イ ン情報 処 理 サ ー ビス業 に お い ては,オ ン ライ ン ネ ッ トワ

ー ク に よるス ケー ル メ リ ッ トを生 か して い く必 要 が あ り,今 後,各 企業 間 に お

い て 、共 同 化 の要 請 が強 ま る もの と思 わ れ る。 また,デ ー タベ ー ス サー ビス業

に お い て も,オ ン ライ ン ネ 、.トワー クに よ るス ケー ル メ リ ッ トを生 か した デ ィ

ス ト リビュー ター とデー タベ ー ス の開 発 を行 う プ ロデ ュー サー がそ れぞ れ の 立

場 か ら相 互 依 存 関係 を ます ます 強 め て いか ざ る をえ ない と思 わ れ る。
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　 また,特 定の専門分野 における地 歩を固めた情報 処理企業が次の発展を期 し

異分野 を も合わせ て多角経営化 を図 ろ うとする場 合 には,そ れぞれの分野 にお

け る専 門的情報処理企業 の結合が有益 である と思われ る。

　 したがって,政 府 としては,こ の ような企業発展の過程 を見極めた うえ国民

経済的 な見地か ら必要 であれば,必 要に応 じ施策 を講 じ場合に よっては この よ

うな動 きを加速す る よ うな優遇措置について も検討 を行 ってい くべ きである。

第4,節 　 ソ フ トウ ェ ア流 通 の 促 進

　 既 に述 べ た よ うに,パ ッケー ジ ドブ ・グ ラムの開 発 とそ の 流通 は,ま す ます

問題 とな りつ つ あ る ソ フ トウェア コス トの 低減 を図 る上 で,最 も重 要 な手 段 の

1つ で あ る とと もに,情 報 処 理 産 業 の企 業 基盤 の 確 立 の 有 力 な手 段 で あ る。

　 このた め には,政 府 と して は,引 き続 きコ ン ピ ュー タ メー カーが ア ンバ ン ド

リン グを促進 で きる よ うな環 境 を整備 してい くとと もに 、政 府 が調 達 す る コン

ピ ュー タにつ い て は ,ソ フ トウ ェアの有 償 購入 を徹 底 す る等 ソフ トウ ェア の価

値 の確 立 に努 め る必 要 が あ る。

　 また,情 報 処理 産 業 を初 め とす る民 間企業 が パ ッケー ジ ドプ ログ ラムの開 発

に着 手 す る よ う,積 極 的 な政 策 的 誘 導策 を展 開す る必 要 が あ る。

　 この た め,情 報 処 理 振 興 事 業 協会 の特 定 プ ロ グ ラム委 託 開発 制 度 を活 用 して

パ ッケー ジ ドプ ログ ラ ム開発 に対 す る助 成 を拡 大 してい くほ か
,プ ログ ラム準

備 金 制 度 等,税 制 に よる誘 導 政 策 を引 き続 き行 ってい く必要 が あ る 。

　 ま た,既 に開発 さ れた パ ッケー ジ ドブ ・グ ラ ムにつ い ては　 そ の声 価 をユ ー

ザ ーに広 く周 知 させ る よう従 来 か らの プ ログ ラム調査 簿 及 び汎 用 ソ フ トウェア

登 録 制 度 の一層 の活 用,適 当 な公 的 機 関 に よるパ ッケー ジ ドプ ログ ラ ムの実 行

の デ モ ンス テ レー シ ョン等,ユ ー ザー に対 す る,優 秀 な パ ッケー ジ ドプ ログ ラ

ムの紹 介 活動 を官 民 の協 力 の もと に展 開 してい く必要 が あ り、 また 、 このた め

の ソ フ トウ ェア流 通 促 進 体 制 の一層 の充 実 も望 まれ る。

　 これ と と もに,政 府,公 共機 関 の情 報 処理 部 門 にお い て も,積 極 的 に民 間 の
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企 業 の作 成 した パ ッケー ジ ドブ ・グ ラムの購 入 を行 って い くべ きで あろ う。

　 さ らに　 ユー ザ ー の パ ッケー ジ ドプ ログ ラムに 対 す る 評価 を確 立 す るた め 、　 　 　 　 ,

良 質 の パ ッケー ジ ドプ ログ ラ ムの 品質 を評 価 す るた め の ソフ トウ ェア評 価 技 術

の開 発 を進 め るた め の 助成 策 を講 じる と と もに,適 当 な 公的 機 関 が この よ うな

技 術 を利 用 して ユー ザー の 求 め に応 じ,パ ッケー ジ ドプ ログ ラ ムを評 価 す る体

制 を築 くこと につ い て検 討 を行 うぺ きで あ る。

第5節 　 デ ー タ ベ ー ス サ ー ビ ス の 振 興

　 情報 その もの に対 す る価 値 の増 大 に よ り,デ ー タベ ー ス サー ビスに対 す るニ

ー ズは徐 々に 高 ま って い る が ,こ の ニー ズ に応 うるべ きデ ー タベー スサ ー ビス

業 は,我 が 国 にお い て は,近 年 よ うや くに して発 展 の ス ター トライ ンに つ い た

ばか りで あ り,デ ー タベー ス サ ー ビス に対 す る ニー ズ に十 分応 え,ま た,そ れ

に よって逆 に新 た な ニ ー ズ を発生 させ る とい う力 を十 分 有 して い ない 。

　 しか しなが ら,我 が 国 の 産 業活 動 の 今後 の発 展 を考 え る上 で,豊 富 なデ ー タ

ベ ー スサ ー ビス を利 用 し うるか否 か は 、 我 が国 産 業 全体 の 活 力 や国 際 競 争 力 に

影 響 を与 え る要 因 と もな り うる こ とに鑑 み・ デ ー タベー スサ ー ビスが我 が 国経

済 社 会 の 中 で離 陸 し・ 軌 道 に乗 り・ 発 展 してい くま での 間・ 政 府 が積 極 的 な助

成 活 動 を行 っ て,こ の振 興 に努 め て い く必 要 が痛 感 され てい る 。か つ て は,情

報 処 理 の 振興 策 の 目標 は,現 行 の 情報 処 理 振興 事 業 協 会 等 に関 す る法 律 で も明

らか な よ うに,コ ン ピュー タ と ソフ トウ ェアで あ っ たが・ 情報 処理 の 一 定 の進

展 を背 景 と して情 報 の量 が膨 大 化 し,情 報 の氾濫 とい う事 態 の 中 で いか に して

有 用 な情報 を入 手 す る か の 問題 と情 報 そ の もの の価 値 が高 ま って きた こ とに よ

b,80年 代 を迎 え新 た な情 報 処 理振 興 の 目標 と して デー タベ ース が と らえ られ

な け れば な らな い。

　 また 米 国 に お い て は,既 に70年 代 を通 じ,宇 宙 開発,軍 事 研究 等 の大 型 官 公

需 に よっ てつ ちか わ れ た ノ ウハ ウと技 術 を もとに デ ー タベ ース サ ー ビス企 業 が

成 長 して きて お り,そ して ヨー ロ ッパ 各国 にお い て は,こ の よ うな状 況 を踏 ま
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え,デ ー タベ ー スの 構築 と,デ ー タベー スサ ー ビスの振 興 の た め に種 々の 助成

策 を構 じて い る 。

　 我 が国 に お い て も,我 が 国独 自の情 報 の デー タベー ス化 、 自国 デー タベ ー ス

の構 築 に よる国 際 社会 へ の応 分 の負 担 とデー タ確 保 のた め の発 言 力 の 確保 　 知

識 集 約 的 先 端 産 業 の 育成 とい う見 地 か ら,政 府 は　 我 が 国 に おけ る デー タベー

ス サ ー ビス の振 興 に着 手 す る必 要 が あ り,こ の ため には,具 体 的 に は 次の よ う

な政 策 課 題 の達 成 に 向 け て早急 に振 興施 策 に着 手 す る必要 が あ る。

① 先行 投 資 的性 格 の強 い デ ー タベー ス の 開発 及 び維 持 に対 す る資金 面 での 直

　 接 的 又 は 間 接 的助 成

② 政 府,公 共 機 関 に よ る民 間 デー タベ ー ス サー ビスの積 極 的利 用

③ 米国 等 の デー タベー ス サ ー ビス企業 に対 抗 す るた め の専 用 デ ー タ検 索 シス

　 テ ムに対 す る 開発 助成

④ デー タベ ー ス サー ビス に適 合的 な情 報 処 理技 術 者 の育成

⑤ デ ー タベ ー スの 価値 と利 用 方法 に対 す る一 般 ユー ザー へ の普 及

　 また,公 共 機 関 や 民 間公 的 機 関 又 は デー タベースサー ビス業 以 外 の民 間 企 業 の 有

してい る優 秀 なデー タベー スに つ い て は,こ れ を デー タベー スサー ビス業 者 のデ ィ

ス トリビ ュー ト機 能 を活 用 し,そ の オ ン ライ ンネ ッ トワー ク等 に載 せ て,積 極

的 に我 が 国 社 会 の 中 で利 用 を図 る ことが我 が国 の情 報 化 を推 進 す る見地 か ら期

待 され て お り,こ の た めの官 民協 力 の推 進 や政 府 に よる誘 導策 が 望 ま れ る。

　 さ らに,今 後,政 府 や公 共 機 関 が公共 的 デ ー タベー スを作 成 す る必 要 が生 じ

た場 合 に は,民 間情 報 処理 産 業 に対 し.デ ー タベー ス作成 を一 括 して委 託 す る

等 民 間 の 活 力 を利 用 す る こ とを考慮 すべ きで あ る。

第6節 　 シ ス テ ム ハ ウ ス の 振 興

　 70年 代 に お い て も,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ の 登 場 と と も に マ イ ク ・ コ ン ピ ュ

ー タ 応 用 シ ス テ ム の 開 発 と そ の 開 発 を 担 う シ ス テ ム ハ ウ ス が 登 場 す る と と も に

従 来 の ソ フ ト ウ ェ ア 企 業 や 情 報 処 理 サ ー ビ ス 企 業 の い くつ か が,ハ ー ド ウ エ ア

ー89一



と ソ フ トウェ アを組 み合 わせ て,シ ス テ ム機 器 や専 用 端末 を作 成 し　 販 売す る

よ うに な り .ソ フ トウェ ア とハー ドウ ェアの 融 合 は徐 々に進 ん で い る。

　 この よ うな マ イ ク ロコ ン ピ ュー タの 応 用 は,従 来 の 製 品価 値 を一 変 させ る よ

うな意 義 を有 して い る こ とに鑑 み,80年 代 にお い て,こ の よ うな マ イ ク ロコ ン

ピ ュー タの 応 用 を一 段 と進 め てい くた め には そ の応 用 を支援 す る者 と しての シ

ス テ ムハ ウスの振 興 を進 め て い く・必 要 が あ る。

　 このため,資 金面 での助成措置,担 保提供力 の不足の補てん等は もちろんρ

こ とで あ るが,70年 代 にお い て誕 生 した シス テ ムハ ウスが80年 代 に おい て順 調

な発 展 を遂 げ るた め に は,マ イ ク ロコ ン ピュー タ応 用 シス テ ムの 開発 環 境 の向

上 が必 要 で あ り,こ の た め 、未 だ 力 の 弱 い この業 界の た め に,マ イク ロ コ ン ピ

ュー タ向け 高 級 言語 と,マ イク ・コ ン ピュー タ応 用 シス テ ム開 発支 援 ツー ルの

開 発 を国 が 支援 して い く必 要 が あ る。 特 に技 術 ノ ウハ ウの企 業 内 へ の蓄 積 に努

め る た めに は,マ イク ロコ ン ピ ュー タ応 用 シス テ ムに適合 的 な制 御 向 マ イ ク ロ

コ ン ピュー タ専 用高 級 言語 の 開発 を国 の助 成 に よ り行 って い く必要 が あ る。

　 ま た,マ イ ク ロ コ ン ピ ュ ー タ 応 用 の 有 用 性 や,優 秀 な シ ス テ ム ハ ウ ス の 存 在

を広 く社 会 に知 らせ るた め に,中 小 企業 を中心 とす る ユー ザ ーへ の マ イ ク ・コ

ン ピ ュー タ教 育 の推 進 や優 秀 な シス テ ム ハ ウス の ユ ーザ ーへ の周 知 徹 底 を 図 る

必 要 が あ ろ う。

第7節 　情報処理に関す る標準化の統一的推進

　 情 報 処 理 は,コ ン ビL－ 夕,オ ペ レー シ ョンシス テ ム(OS),ア プ リケー

シ ョン ソ フ トウェア,通 信 回 線,周 辺 端末 装 置等 の組 合 せ に よっ て行 われ る も

の で あ り,現 在 にお い て は,そ れ ぞ れ の要 素 に おい てば らば らに仕 様,規 格 が

定 め られ,か つ,そ の要 素 内 にお い て も,仕 様,規 格 が統 一 され て い ない とい.

うの が 実状 で あ る。

　 しか る に,製 造 業 の例 を み る ま で もな く,産 業 の生産 性 と信 頼性 の 向上 のた

め に は,仕 様,規 格 の統一 とい う標 準 化 は.極 め て有 力 な手 段 で あ る。 これ が
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達成 され れ ば,そ れ ぞ れ の要 素 を全 体 の情 報 処理 シス テ ムの 中 で モ ジュー ル と

して扱 うことが で き,生 産 コス トの低減 に大 き な寄 与 を行 う こと と な るほか,

企業 間 の競 争 が促 進 され 企業 基 盤 を よ り強 固 に確立 す る企 業 の登場 を促す こと

とな ろ う。

　 したが って,こ の分 野 にお い て も,標 準 化 施 策 が強 力 に推 進 され る必 要 が あ

る が,単 に ソ フ トウ ェア の標 準 の み を行 お うと して も,コ ン ピ ュー タ,通 信 と

の イ ンター フ ェー スの 問題 に よ り効果 が上 が らな い ので,情 報 処理 の諸 要 素 の

すべ て を対 象 と して統 一 的 に標 準 化施 策 を進 め る必 要 が あ る。 この場 合 にお い

て は,国 際的 な標準 化 の動 向 も加 味 しつつ,ま た,コ ン ピ ュー タ メー カー,ソ

フ トウェア企 業 ,ユ ー ザ ー な ど広 範 囲 の利 害 関係 者 の協 力 を求 め て所 要 の施 策

を進 め て いか なけれ ば な らない。

　 また,⊂ のた め の組 織 体制,官 民 を あげ て の協 力 体制 も整備 して い く必 要 が

あ ろ う。

　ま た,ド キ ュ メ ンテー シ ョン技 術 の研 究等,標 準 化 のた め の研 究 につ い て も

これ を早 急 に行 うよ う所要 の施 策 を とる必 要 が あ ろ う。

●

第8節 情報処理技術者の教育

　 情 報 処 理産 業 に と って,生 産 要 素 の うち最 も重 要 な もの は 「人 」 で あ り,情

報処 理 技術 者 の能 力 の 向上 が極 め て重要 な課題 で あ る こ とは,か ね てか ら指摘

され て きた と ころ であ る。 このた め に,従 来 か ら,情 報 処理 研 修 セ ン ター をは

じめ とす る上 級技 術 者養 成 機 関 が 活 用 され ,ま た,技 術 者研 修 に要 す る資金 に

っ いて は政 策 的 金 融 の途 がひ らかれて きたが,今 後は,特 定 の 専 門 分 野 に お け る情

報 処理 ニーズの高ま りに より,特 定 の専 門 分 野 にお け る情 報処 理 のスペシャリス トた

る情 報処 理 技 術 者 の 養 成 が 必要 となる等,新 しい教 育 ニーズ も発生 していることから,

① 既 の上 級技 術 者 養 成機 関 に つい ては,種 々の専 門 分野 にお け る情 報 処 理技

　 術 の研 修等,専 科 的研 修 コー ス を設 け る な ど,研 修 体制 の拡 充 を図 る

② 専 門 分野 に おけ る大 規 模 プ ・ ジェク トの機 会 を把 え・ 情 報 処 理 産 業 の 技術
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者 を積極的に参 加させ て,ユ ーザーその他の技術者 との共同作業の中で経験 を

積 ませ る

ことが必要であ る。

　 また,技 術 的に先端的 な情報処理技術 を情報処理産業 の技術者 に技術移転す

るためには,当 該技術 に秀 でた大学 や公的研究機関 の学者,研 究者 との交 流,

共 同作 業 が必 要 で あ り,政 府 と して は,こ の よ うな場 を情報 処 理 プ ・ジ ェク ト

を提 示す る こと に よっ て設 定 す る こ とが有 用 で あ ろ う。

第9節 　情報処理をめぐる諸環境の整備

　新 しい情 報 処 理 ニー ズの展 開,80年 代 に おけ る情 報 処 理 産 業 の ビジ ョンを踏

ま えて,情 報 処 理 を と りま く社 会 的 制度 等 の諸環 境 の あ り方 につ い て も全 体 的

に再 検 討 を して み る必 要 が あ ろ う。

　 た とえば,情 報 処 理 振 興 事 業 協会 の主 た る業 務 は プ ログ ラ ムの委 託 開発 と情

報 処理 産 業 へ の債務 保 証 で あ るが,80年 代 に 向 け ての 情報 化 の進 展 を考 え る う

え で,デ ー タベー ス サー ビス に対 す るニー ズの高 ま り,ハ ー ドウ ェア と ソフ ト

ウ ェアの 関係 の変 化 等 を考 え る と,80年 代 にお い て,従 来 と同 じよ うな体制 で

助 成 振 興 策 を行 っ てい くべ きか につ い ては,再 検 討 を行 っ てい く必 要 が あ る。

　 また,情 報 化 の進 展 に伴 い,い わ ゆ る情 報 化 の影 に相 当す る部 分 に つい て の

問題 点 も指摘 され て お り,プ ライバ シー の保 護,デ ー タ保 護 等 の必要 性 も徐 々

に強 く意識 され る よ うに な りつ つ あ る。 この よ うな状 況 に応 え,情 報処 理 産 業

と しては,電 子 計算 機 シス テ ム安 全対 策 等,情 報処 理 業 務 を遂 行 してい く上 で

の 責任 体 制 の 整 備等 に努 め る必 要 が あ り,政 府 にお い て も,こ の よ うな努 力 に

対 す る誘 導 政 策 を一 層 強 く推 進 していか なけ れ ば な らない 。

　 さ らに,情 報 処 理 の振 興 と情 報 処 理産 業 の 発展 のた め には,情 報 処 理 をめ ぐ

る諸 権利 の 明 確化,通 信 回線 の利 用 制度 をは じめ とす る社 会 的 制度 の改 善等 が

種 々必要 と な って くる もの と思 われ るが,こ れ に対 して も,情 報 処 理 の振 興 が

今後 の我 が 国 の 産業 構造 の知識 集 約 化 と福 祉 社 会 の実 現 に大 きな影 響 を与 え る
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こ とに鑑 み.情 報 処理 の 進 展 を推 し進 め る とい う見 地 か ら,適 宜 手 直 しを して

い く必 要 が あ る。

　 さ らに,こ の よ うな要 請 に応 え,情 報 処 理 振 興 の た め の法 制,情 報 処 理 を と

りま く社 会 制 度 等 に 関す る法制 につ い て も,以 上 の よ うな観点 か ら再 点 検 して

い く必要 が あ ろ う。

第IO節 　 通信回線利用制度の改 善

　 80年 代 に おけ る産業 構造 の知識 集 約 化 の要 請 等 を受 け て情報 処 理 ニ ーズ も一

段 とオ ン ライ ン化 の傾 向 を強 め て くる もの と思 われ るが,現 行の通 信 回線 利 用

制度 上の 障 害 が,そ の 円 滑 な伸長 を妨 げ て い る こ とは前 述 の とお りで あ る。

　 通 信 回線 の利 用 につ い ては,現 在,公 衆 電 気通 信 法 に よって規 定 され て い る

が,法 律 及 びそ の運 用 の両 面 に おい て,情 報 処理 と通 信 との結合 物 であ るオ ン

ライ ン情 報 処 理 の通 信 回線 利用 につ い て,他 の電 話 等 と同 じ通信 秩 序 に よ り規

律 してい る と ころ に,前 述 の問 題 点 が生 じて くる原 因 が あ る。

　80年 代 における産業構造 の知識集約化や福祉社会の実現 のためには,オ ンラ

イ ン情報 処 理 の一 層 の 進 展 が本 質的 に必要 で あ り,こ の た めには 、情 報 処 理 産

業 のみ な らず,民 間 の産 業 全 体 の創 意 と工 夫 を生 か して い く必要 が あ る こと に

鑑 み,オ ン ライ ン情報 処 理 に関 す る通 信 回線 の利用 制 度 は ,大 幅 な緩 和 の 方 向

に早急 に改 善 され るべ きで あ る。

　 このた め,政 府 と しては,法 制 度 の改 正 を含 む具 体 的 な緩 和策 の検 討 に早急

に着手 す る必要 が あ るが,法 制 度 の改 正 が 行 われ る ま での 間 も実施 規 則 類 も含

め,運 用 に よ り改 善 され るべ き事項 は 多 々あ り,こ の よ うな点 につ い て は,速

やか に制 限 の緩 和 に向 け て改 善 を図 ってい くべ きで あ る。

第ll節 調和 ある官民協力体制の確 立

　我 が国 に おけ る情報 化 は,昭 和60年 代 か ら70年 代 に かけ て,公 共 機 関,民 間

ユー ザ ー ,民 間 情 報処 理 産 業 が必 ず しも分担 を明 らか に しないまま一 斉 に進 め
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て きた もの で あ り,そ れ ぞれ の機 関 に おい て一 定 の 成果 を上 げ て今 日に至 っ て

い る。 しか るに ,近 年,公 共 機 関 と民 間 情報 処 理 産 業 の間 で,同 一 の 分 野 に お

け る競 合 が 生 じ,問 題 とな る事 態 も生 じて い る。

　 我 が国 の 情 報化 の進 展 に公 共 機 関 の先 導 的 に果 た して きた役 割 は 多 く,80年

代 に お い て も,情 報 化 の 一層 の進 展 の た め に,公 共 機 関 の活 躍 が期 待 され る分

野 は依 然 と して大 きい。

　 'した が って,公 共 機 関 と しては,そ の性 格 に鑑 み,民 間情 報 処理 産 業 に委 せ

るべ き ところは 委せ,公 共 的,研 究 開 発 的 な分野 に お け る一 層 の活躍 が期 待 さ

れ る と と もに,む しろ,民 間 情 報 処 理 産業 の機 能 を も借 りて,自 らの公 共 的 業

務 の遂 行 を図 ってい くこ とが有 用 で あ ろ う。

　 今後,競 合等 の問題点が発生 した場合 においては,上 記 の方 向に従 って,調

整 作 業 が行 われ るべ きで あ ろ う。

　 また,米 国等 の例 を み て も明'らか な よ うに,情 報 処 理 産業 が飛 躍 的 な発 展 を

遂 げ る際 には,政 府,公 共 機 関 に よる官 公 需 に よ り先 進 的 技術 の 修得 の機 会 を

与 え られ る ことが 極 め て有 用 で あ る の で,先 進 的技 術 開発 の要 素 を多 く含 む プ

ロ ジェク トの遂 行 等 を政 府 ,公 共 機 関 が行 なお うとす る際 に は 、情 報 処理 産 業

に参 画 の機 会 を与 え る よ う努 め るべ きで あ る。 と同 時 に,デ ー タベ ー ス サー ビ

ス,パ ッケー ジ ドプ ロ グ ラ ム等,我 が 国 の今 後 の情 報 化 の 進展 に と って戦 略 的

な事 項 につ い ては,政 府,公 共 機 関 に おい て,こ れ を積 極 的 に 導 入 して い く等

需 要 の拡 大 に努 め るべ きで あ る。

第12節 　我が国情報処理産業の国際的展開と

　　　　　 我が国市場の国際化への対応

ザ

`

`

　80年 代 においては,既 に述べた ように,我 が国情報処理産業 の国際的展開が

進 む こ とが 予想 され る と と もに,諸 外 国 情報 処 理 産業 の我 が 国 市場 へ の進 出 も

進 む もの と思 われ るが,政 府 と して は

　 第1に,我 が 国 の情 報 処 理 産業 の 国 際 的展 開 につ い ては 、我 が国 の す ぐれ た
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情報 処理 技 術 を積 極 的 に海 外 に移 転す る とい う見地 か ら,積 極 的 に支 援 す る こ

と と し,そ の た め の ドキ ュ メン テー シ ョン技 術 の 開発 や パ ッケー ジ ドブ ログ ラ

ムの 開発,オ ン ライ ンネ ッ トワー ク の海 外 敷 設等 に つい て
,振 興 助成 策 を構 じ

又 は,そ の制 約 と なる社 会 制 度 の改 善 を行 って い くべ きであ る。

　 また,海 外 進 出 に際 して は,商 慣 習 等,海 外 にお け る事業 展 開 に必 要 な ルー

ルを守 らせ る よう情報処理産業 に対す る指導 が必要 となる可能性 もあ る
。

　 第2に.諸 外国の情報処理産業 の我 が国市場 への進 出については,資 本 自由

化 の 理 念 に て ら し,我 が 国 企業 も外 国 企業 も 、公 正 か つ活 発 な活 動 を行 っ て い

くこ とが基 本 で あ る。

　 また,外 国企業 の進 出に よる新技術 の導入が,我 が国情報処理産業 の将来 の

発 展 に刺 激 と な る こ と も多 い こ と と予 想 され る。

　 したが って,我 が国の情報処理産業 は外国企業の もた らす新技術 を も積 極的 に

に と り入 れ つ つ,一 層 活発 な企 業 活 動 を行 って い くべ きで あ ろ う。

　 また 、 この 際,市 場 の拡 大 が何 らか の社 会 的制 度 に より制 約 され て い る時 の

シェ ア拡 大競 争 が最 も激 し くか つ 非 生産 的 で あ る ことか ら
,市 場 拡 大 のた めの

制 約条 件 を と り除 くよ うにす べ きで あ る。

　 ただ し,我 が国情報処理市場 の多 くの部分が外国産業に よって 占め られ ると

い うことは知識集 約産業育成 とい う観点か らは好 ま しくないので
,外 国企業 と

の競争 状況 に よ り,我 が国情報処理産業 への一層積極的 な振興策が必要 となろ

う。
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